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１．ダイバーシティの背景
　ダイバーシティ（diversity）という用語が用いられ推進されるようになったの
は、1960年代の米国社会である。当時、人種、肌の色、宗教や出身地による差
別などを理由とした雇用差別を禁止するために雇用機会均等法が制定され、そ
れをきっかけにアファーマティブ・アクション（Affirmative action；積極的格差
是正措置）が成立した（谷口，2018）。アファーマティブ・アクションとは、女性
やマイノリティなど歴史的に差別を被ってきた人たちの雇用や教育機会改善の
ための実行計画策定・順守を義務付けた行政命令のことである。1967年代には
アファーマティブ・アクションに性別が加えられた（有村，2008）。
　谷口（2018）のまとめによると、1970年代、アファーマティブ・アクションの
範囲は拡大され、雇用形態に関する詳細報告と明確な不平等救済計画が義務づ
けられた。また、雇用機会均等法では、直接差別だけでなく間接差別も告訴の
対象となった。企業はアファーマティブ・アクションの要求を満たすために、
女性やマイノリティ人材を雇用したが自分たちの企業文化に適合する人材を期
待し、メルティング・ポット・アプローチを取っていた。メルティング・ポット・
アプローチとは、「多数の民族、文化が溶け合って新しい社会を形成する」とい
う方法である。すなわち、多様な人種が混ざり合い同化することである。しか
し、雇用された人材はホワイト・アングロ・サクソン（ワスプ；WASP）の文化に
強制され、自らの文化や特性を発揮できないという不満を持つようになり、離
職するようになった。
　1980年代になると、雇用者側は多様な人材の離職を阻止するために、考え
方をアファーマティブ・アクションからValuing Diversityへ変えた。Valuing 
Diversityとは、「われわれ一人ひとりが独特であり、それがわれわれのすばら
しさの源泉である」という多様性を価値づける考えである。さらに、米国企業
におけるグローバル化の進展により、ダイバーシティは経営課題へと発展して
いく。女性やマイノリティの地位向上に焦点を当て、多様性が組織のパフォー
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マンスにどのように影響を与えていくかといった研究も進められた。このよう
な組織にとっての価値に繋がるという研究成果がでてくるとともに、ダイバー
シティの定義も広い範囲として認知されるようになった 。

２．ダイバーシティの定義
　ダイバーシティとは、そのまま訳すると「多様性」という意味である。この
ダイバーシティの伝統的な定義は、1960年代の米国の雇用機会均等委員会

（EEOC；Equal Employment Opportunity Commission）による「ダイバーシティ
とは、ジェンダー、人種、民族、年齢における違いのことをさす」というもの
である（中村，2017，60頁）。
　谷口（2005）は、ダイバーシティを目に見て判断できる性別、人種、年齢など
の表層的ダイバーシティと目に見て判断しにくい文化、態度、経験、教育など
の深層的ダイバーシティに分けることができると説明している。また、目に見
える、見えない違いに関わらず、カルチュラル・ダイバーシティという分類も
ある。カルチュラル・ダイバーシティとは、カルチュラル・アイデンティティによっ
て形成される。このカルチュラル・アイデンティティとは、人口統計学上の変数
である人種、民族、性別、宗教、国籍、社会的地位など集団としてグループ化
できるすべての多様性である（Cox, 1993；Ely&Thomas, 2001；谷口，2005）。
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図１ ダイバーシティ構成の分類 

注１）性的アイデンティティとは、LGBTQなどを示す。 

出所： Cox（1993）、Ely & Thomas（2001）、谷口（2005）、船越（2021）をもとに筆者作成。 
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　図１には、ダイバーシティ構成の分類を示した。Cox（1993）、Ely & 
Thomas（2001）は表層的、深層的、カルチュラルの三つのダイバーシティを集
団としてグループ化できるデモグラフィー型とグループ化できない非デモグラ
フィー型に分類している（船越，2021）。デモグラフィー型ダイバーシティとは
人口統計的に集団としてグループ化できるダイバーシティのことを指す。表層
的なダイバーシティにおける性別、年齢、人種などはグループ化できるため、
デモグラフィー型ダイバーシティと分類される。また、カルチュラル・アイデ
ンティティは、自ら選択するものであり集団としてグループ化できるため、カ
ルチュラル・ダイバーシティもデモグラフィー型ダイバーシティに含まれる。
さらに、深層的なダイバーシティの宗教、学歴なども対象となる。しかし、深
層的ダイバーシティの中でも経験や家庭環境のようにグループ化できないもの
は、非デモグラフィー型ダイバーシティである（船越，2021）。
　しかし、ダイバーシティは時とともに変化することもある。例えば、表層的
なダイバーシティにおける年齢は時とともに変化する。深層的なダイバーシ
ティにおいては、価値観や経験などは積み重ねによりスキルや情報、知識など
が変わっていく。また、社会文化的背景の影響を受けやすい性別、人種、民族
といったカルチュラル・ダイバーシティにおいて、表層的なのか深層的なのか
が分離できないことが生じる（谷口，2005）。

３．ダイバーシティ・マネジメントの定義
　1990年以降、米国ではダイバーシティ・マネジメントにたいへん関心が集ま
るようになったが、その道のりには同化、法的、多様性尊重といった三つのア
プローチが試みられた（有村，2008）。同化アプローチとは、1960年代に女性や
マイノリティに対する格差や差別などの問題解決のために雇用機会均等法を成
立させたことである。しかし、このような同化のアプローチを取っても、女性
やマイノリティは白人男性と同等の雇用機会や昇進機会を得ることはできな
かった。そのような状態から、雇用機会均等法を遵守（コンプライアンス）する
ように法的なアプローチを加えた。これにより表面的には女性やマイノリティ
の雇用や昇進は進んだが、根底には同化の考え方が存在していたためガラスの
天井（ガラスシーリング）といった現象が生まれた。1980年代になると同化の考
え方を反省し、女性やマイノリティを尊重していこうという考えの米国企業が
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増え始めた。人種差別や性差別を抑制し職場内の人間関係をより調和させよう
としたが、抜本的に組織文化や管理手法を見直そうという動きはなかった。た
だ、市場を開拓するために女性やマイノリティの採用を推進する企業は存在した。
　1990年代以降米国では、労働力構成の変化により多様性の違いを尊重するア
プローチからダイバーシティ・マネジメントが推進された。表１には、ダイバー
シティ・マネジメントの定義を示した。
　表１からは、ダイバーシティ・マネジメントとは、多様な人材を採用しすべ

表１　ダイバーシティ・マネジメントの定義
Thomas, R（1991, p.10） Managing diversity is a comprehensive managerial process for 

developing an environment that works for all employees.
ダイバーシティ・マネジメントは全ての従業員に機能する環境を
構築するための包括的なマネジメント・プロセスのことである。

Gilbert et al.
（1999, p.66）

Diversity management define as a complete organizational 
cultural change designed to foster appreciation of demographic, 
ethnic, and individual differences.
ダイバーシティ・マネジメントを人口構成、民族や個々の人の差
異を正しく評価することを目的とした完全な組織文化の変化と
定義する。

有村（2001，814頁） ダイバーシティを競争優位の源泉として活かすために、文化や
制度、プログラム、プラクティスの全てを含む企業全体の変革
を志向するマネジメント・アプローチのことである。

日経連（2001） ダイバーシティを「多様な人材を活かす戦略」と定義した。従来
の企業内や社会におけるスタンダードにとらわれず、多様な属
性（性別、年齢、国籍など）や価値・発想をとり入れることで、ビ
ジネス環境の変化に迅速かつ柔軟に対応し、企業の成長と個人
の幸せにつなげようとする戦略である。

Charles, Joann
（2003, p.562）

Diversity management refers to“the systematic and planned 
commitment by organizations to recruit, retain and promote 
a heterogeneous mix of employees in order to increase 
productivity, competitiveness and harmony”in the workplace.
ダイバーシティ・マネジメントとは、職場での「生産性、競争力、
調和を高めるために、さまざまな従業員を採用、維持、昇進さ
せるための組織による計画的な取り組み」である。

谷口（2005，266頁） ダイバーシティ・マネジメントとは、多様な人材を組織に取り込
み、パワーバランスを変え、戦略的に組織変革を行うことである。
ダイバーシティ・マネジメントの第一の目的は組織のパフォーマ
ンスを向上させることにある。

経済産業省（2012） 多様な人材を活かし、その能力が最大限発揮できる機会を提供
することで、イノベーションを生み出し、価値創造につなげて
いる経営と定義している。
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ての社員の能力を発揮出きるように組織変革を行うことにより競争優位に結び
付けるという考え方であることがわかる。すなわち、ダイバーシティ・マネジ
メントは、多様性の違いを取り入れ競争優位に結び付けるために組織全体を変
革しようとするマネジメント・アプローチである。
　また、Cox & Blake（1991）は、ダイバーシティ・マネジメントが企業の競争
優位を作る六つの領域を次のように示した。①転職や長期的欠勤にかかるコス
トの削減、②有能な女性やマイノリティといった多様な人材の獲得、③マーケ
ティングにおける優位性、④創造性の向上とイノベーション、⑤問題解決に関
する質の向上、⑥組織の柔軟性の向上である。
　日本におけるダイバーシティ・マネジメントは、「日経連ダイバーシティ・ワー
ク・ルール研究会」 が設立された2000年から始まったと言えるのではないだろ
うか｡ 表１にあるように、日経連（現日本経済団体連合会）は、ダイバーシティ
を「多様な人材を活かす戦略」と定義した。従来の企業内や社会におけるスタン
ダードにとらわれず多様な属性（性別、年齢、国籍など）や価値・発想をとり入
れることでビジネス環境の変化に迅速かつ柔軟に対応し、企業の成長と個人の
幸せにつなげようとする戦略である。
　ダイバーシティの概念は徐々に日本社会へ浸透していき、経済産業省（2012）
は、ダイバーシティ経営を「多様な人材を活かし、その能力が最大限発揮でき
る機会を提供することで、イノベーションを生み出し、価値創造につなげてい
る経営」と定義した。また、多様性が組織の中に存在するだけではなく、多様
性の価値を最大化し、より高いパフォーマンスに結びつけようとしたとき、

「インクルージョン（inclusion）」が必要であることが主張され始めた（Work，
2015）。

４．ダイバーシティ＆インクルージョン
　Cox（1991）は、ダイバーシティを力に変えるためには多様な人々の融和を促
し、差別や偏見のない互いのアイデンティティを尊重しあう組織、すなわちマ
ルチカルチュラル組織を作る必要があると主張する（船越，2021）。マルチカ
ルチュラル組織とは、全てのメンバーが能力を最大限発揮できる環境が整っ
ており、かつ組織全体が人材の多様性に価値があると認識している組織であ
る。このような流れから「インクルージョン」の概念が検討されはじめた（船越，
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2021；大塚，2019）。
　インクルージョンとは、一般的に「包摂」、「受容」と訳され、この用語はEU
諸国での社会的経済格差の問題から生まれた。1980年代フランスでは、長期失
業や不安定就労といった雇用に関する問題が出現し、人々は住宅や教育機会を
失った。「新しい貧困」として社会から排除された人々を社会の中で包摂する社
会的包摂が社会的排除の対語となった。教育分野では、教育にアクセスできな
いすべての子供たちが地域の学校で教育を受けることができるというあり方を
インクルージョン教育と考える。このようなインクルージョンの考え方が1990
年代米国における経営学の分野に浸透した（大塚，2019；脇，2019）。
　インクルージョンの概念はダイバーシティ・マネジメント研究の中で出現し
たためか、多くの先行研究ではダイバーシティと同じ意味であるという混乱が
みられる （Ferdman，2014； Shore et al., 2018）。その中で、Mor Barak（2016）
は多様な人材を採用しても従業員のインクルージョン認知が低い状態（ダイ
バーシティがあってもインクルージョンがない組織）、特定の属性のみで構成
されている職場（インクルージョンがあってもダイバーシティがない状態）など
が存在するため、ダイバーシティとインクルージョンは区別できると説明する。
　ダイバーシティとインクルージョンの概念の違いを明確にしておく必要があ
る。表２には、ダイバーシティとインクルージョンの違いを示した。

　表２に示されたように、ダイバーシティとインクルージョンの関係は、ダイ

表２　ダイバーシティとインクルージョンの違い
ダイバーシティ インクルージョン

Miller（1998, p.151） グループの構成である。 個々人が参加を評価され、グループ
の中で十分に貢献することができる
ことである。

Roberson（2006, p.217）組織の属性に焦点を当てる。 組織構成員が心おきなく参加と貢献
ができるように、障害となるものを
取り除くことに焦点を当てる。

Winters（2014, p.206） 法律で強制することができる。 任意で行うものである。

Ferdman（2014 ,p.3） 多数のアイデンティティ・グ
ループとその文化がある組織
や職場に存在する。

組織や職場に存在するダイバーシティ
を有益なものにするプロセスや行動で
ある。

ラコアー（2016, 150頁）エレメント（要素）である。 エレメントがともにうまく働いてい
ることである。
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バーシティが組織内に多様性が存在することであり、法律で強制できることで
もある。一方のインクルージョンはその多様性が持つ個々の能力が発揮できる
ということであるが、これは任意で行うものである。
　このようにインクルージョンはダイバーシティ分野の研究者の中で注目され
ているが、まだ萌芽的な概念である。また学術上におけるインクルージョンの
定義はさまざまであり、国際的に統一されたものがあるわけではない。表３に
は、経営学におけるインクルージョンの定義を示した。

表３　経営学におけるインクルージョンの定義
Miller（1998, p.151） “are allowed to participate and are enabled to contribute fully.”

（参加を評価され、グループの中で十分に貢献することができること）
Mor Barak （1999, p.52） “the degree to which individuals feel part of critical 

organizational processes.”
（個人が組織の重要なプロセスに参加していると感じる度合い）

Pelled et al.
（1999, p.1014）

“the degree to which an employee is accepted and treated as 
an insider by others in a work system.”

（社員が仕事のプロセスにおいて他者より内集団のメンバーとし
て扱われ、受け入れられている状態のこと）

Roberson（2006, p.228） “the employee involvement and the integration of diversity 
into organizational system and processes”

（社員が組織の一員として、組織のシステムやプロセスにかかわ
り、統合されていること）

Lirio et al.（2008, p.444） “when individuals feel a sense of belonging, and inclusive 
behaviors such as eliciting and valuing contributions from all 
employees are part of the daily life in the organization.”　

（一人ひとりに職場への帰属感があり、従業員全員が組織の一員
として日々価値貢献を行っている状態のこと）

Shore et al.
（2011, p.1265）

“the degree to which an employee perceives that he or she is 
an esteemed member of the work group through experiencing 
treatment that satisfies his or her needs for belongingness and 
uniqueness.”　

（社員が仕事を共にする集団において、その個人が求める帰属感
と自分らしさの発揮が集団内の扱いによって満たされ、メンバー
として尊重されている状態のこと）

Jansen et al.
（2014, p.373）

“the degree to which an individual perceives that the 
group provides him or her with a sense of belonging and 
authenticity.”

（集団が個人に対して与える帰属感とありのままの自分でいられる程度）
Buengeler et al.

（2018, p.292）
“whether individuals feel they can simultaneously experience 
uniqueness, belongingness, and communality.”

（個人が帰属感と自分らしさの発揮、及び公共性のすべてを同時
に成り立たすことができていると感じていること）
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　表３に示したMiller（1998）からLirio et al.（2008）までを見ていくと、インク
ルージョンは、「組織に受け入れられているという実感」であることがわかる。
また、Shore et al.（2011）は、インクルージョンとは、「社員が仕事を共にする
集団において、その個人が求める帰属感と自分らしさの発揮が集団内の扱いに
よって満たされ、メンバーとして尊重されている状態のこと」（p.1265）である
と述べている。すなわち、個人が帰属意識を持つことや組織内のさまざまなプ
ロセスに関わり、自分らしさの発揮（個人が持つ能力、スキル、経験）が実感で
きることである。
　図２には、Shore et al.（2011）によるインクルージョン概念のフレームワーク
を示した。個人のインクルージョン認識において、インクルージョンが認識さ
れている状態と、そうではない状態のことを明確に示している。図２からは、
集団への帰属感が高く、集団内での自分らしさの価値が高いときがインクルー
ジョンの状態であることがわかる。すなわち、このような状態のとき個々の能
力が十分に発揮されるということになる。

図２　インクルージョン概念のフレームワーク
出所：Shore et al.（2011, p.1266）、船越（2021, 35頁）

　しかし、Jansen et al.（2014）は、帰属感と自分らしさの発揮は真逆のニーズ
であり、どちらかが高ければ、一方は低くなるはずと主張する。加えて、他人
との共通項が少なければ自分らしさが相対的に可視化されやすいため、個人が

集団への帰属感
低　い 高　い

集
団
内
で
の

自
分
ら
し
さ
の

価
値
が
低
い

Exclusion（排除）
仕事を共にする集団において、自ら
は価値がある個としても内集団メン
バーとしても認識されていないが、
他者は内集団メンバーとして扱われ
ている。

Assimilation（同化）
仕事を共にする集団において、その
集団における支配的で標準的な雰囲
気に従うことで内集団メンバーと認
識され、自分らしさの発揮が軽視さ
れている。

集
団
内
で
の

自
分
ら
し
さ
の

価
値
が
高
い

Differentiation（差別化）
仕事を共にする集団において、内集
団メンバーとしては扱われていない
が、個人としてその価値を認められ
ており、その集団の成功には欠かせ
ないと考えられている。

Inclusion（包摂）
仕事を共にする集団において、内集
団メンバーとして扱われており、価
値ある個として自分らしさの発揮が
許されている。または、奨励されて
いる。
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マジョリティに属しているのか、マイノリティに属しているかで、個人の認識
する「自分らしさの発揮」は異なるのではないかと指摘する。
　しかし、Deci & Ryan（2000）は、ありのままの自分でいるというのであれば、
違いだけでなく似ていることも含まれているため、マイノリティ人材、マジョ
リティ人材にかかわらず誰でも認識する条件は同じであると説明した。また、

「帰属感」と「ありのままの自分でいること」は同時に両立が可能であるとも述べ
ている。それらのことから、Jansen et al.（2014）は、「自分らしさの発揮」より
も「ありのままの自分らしさの発揮」の方が適していると主張する。しかし「自
分らしさの発揮」と「ありのままの自分らしさ発揮」が異なるとして、それらの
実感をどう区別するのだろうか。「ありのままの自分らしさの発揮」が「自分ら
しさの発揮」と表現されるのではないだろうか。そのように考えると、本人が
自分らしさを発揮していると組織内の扱いにより実感していることが重要だと
考える。
　また、Buengeler et al.（2018）は、個人の「自分らしさの発揮」は周囲や所属
する集団の成果に貢献するような発揮でなければならないと考える。同じ集団
に属するメンバーが、互いや全体の利益を意識しながら「自分らしさの発揮」を
行っていく必要があるということである。そのためには、組織や職場における
共通のアイデンティティを構築し、それを「集合的自己概念」として個人に認識
させる必要がある。集合的自己概念とは、個人の違い（個人的自己概念）や人間
関係（対人的自己概念）に共有する価値観（公共性）を持たすことである。これが
実現できれば、組織やグループにおけるインクルージョンとなる。それ故、イ
ンクルージョンとは、「個人が帰属感と自分らしさの発揮、及び公共性を同時
に成り立たすことができていると感じていること（p.292）」と定義した（船越，
2021）。
　上述したように、インクルージョンには、個人の帰属感と所属する集団の成
果に貢献するような自分らしさの発揮が求められる。そのためには、組織や職
場において共有される価値観を持たすことが必要である。

５．インクルージョンに必要な取り組み
　ダイバーシティ＆イクルージョンには、トップのダイバーシティに対するコ
ミットメントが重要となる。トップは、ダイバーシティを取り入れることによ
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りどのような成果を得ようとしているのかといった経営ビジョンを示し、その
実現のためにインクルージョンの必要性を組織全体に浸透させていくことが求
められる。具体的には、経営理念や行動指針などによりダイバーシティとイン
クルージョンを組織全体の共有価値としていくことである。それと同時に、個々
が持つ能力を発揮できるような仕組み作りに落とし込んで、環境を整えていく
ことも必要となる。このようにして醸成した組織文化や組織風土を各職場の管
理者へしっかり浸透させていかなければならない。
　Nishii（2013）は、インクルージョンを促進する職場内の取り組みについて、

「公正性の担保」、「オープンネスの醸成」、「意思決定への参画」という三つを確
立させることが必要であると述べている。まず公正性の担保は、偏りのない公
正に実施される雇用慣行、入社後の扱いや評価が公正に行われているかどうか
である。つぎにオープンネスの醸成は、職場で多様な従業員の対人間関係にお
ける互いの違いを尊重し、自分らしさを発揮ができる風土が醸成されているか
どうかである。最後に意思決定への参画は、組織の重要なプロセスに個人の考
え方やアイディアが提案できるかどうかである。
　上述した多様な人材が意思決定に参画することは、チーム内に多様な意見
や情報が提供され創造性を高める可能性がある。しかし、多様な人材が意思
決定にかかわる機会があるとしても、その機会において人材が発言をためら
う状況ならば、彼/彼女らの意見は成果にも反映されないのである。そこで、
個人のインクルージョンの認識に影響を及ばす概念といわれているのが、
Edmondson（1999）による心理的安全性である。心理的安全性とは、チーム内
において個人が対人間関係においてリスクを冒しても安全であるという共通意
識が存在する状態のことである（船越，2021）。また、Shoreら（2018）は、心理
的安全性が高く感じられる職場ほど、個人のインクルー ジョンの認識が高ま
ると主張している。
　荒金（2020）は、組織の中に心理的安全性が低くなる要因として以下の四つを
挙げている。①無知の不安（意見を見下されるのではという不安から必要な質
問や相談ができない）、②無能への不安（非難や失敗を許されない雰囲気から情
報、報告が遅れ、重大なトラブルにつながる可能性がある）、③邪魔への不安（自
分の行動や発言が邪魔な行為ではないかという不安から提案や、行動が消極的
となる）、④否定への不安（ネガティブな発言ではないかと必要以上な不安から
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判断ができなくなる）である。
　また、荒金（2020）は、心理的安全性を高めるには、職場や個人の中にあるア
ンコンシャス・バイアス（無意識の偏見）に対処することが重要であるとしてい
る。アンコンシャス・バイアスとは、「過去の経験や習慣、環境から生じる自分
自身が気づかずに持つ偏った見方・考え方」のことである。無意識の偏見・考え
方にならないように、相互理解を深める「対話」の「場」を作ることが重要で、心理
的安全性はリーダーの心理的柔軟性によって構成されているという特徴がある。
　このように、組織や職場内のインクルージョン促進の仕組みを整備すること
によって、従業員はインクルージョンを知覚する。その結果、互いの考え方や
意見を共有することに繋がり、相互信頼を構築することにもなる（林，2019）。
また、Shoreら（2011）は、従業員がインクルージョンを知覚するとウェルビー
イングや組織コミットメント、職務満足などが高まり企業成果が期待できると
述べている。

６．今後の研究課題
　移民により他民族国家となった米国では、1960年代から多様性の雇用均等に
関する議論がなされ、多様な人材管理に関してさまざまなアプローチが試みら
れた。その結果、1980年代に入るとダイバーシティ・マネジメントが推進され
始めた。その後、ダイバーシティに関する定義や分類に関する議論が深まり、
ダイバーシティは目的ではなく、企業価値を高める手段であることから、イン
クルージョンが行われているかどうかが重要なポイントであるという認識が広
まってきた。ダイバーシティ・マネジメントからダイバーシティ＆インクルー
ジョンへと深化してきているのである。
　経済や経営のグローバル化の進展により、日本国内外でも多様な人材の管理
が課題となってきた。日本におけるダイバーシティの現状はどのようなものな
のであろうか。女性に関しては、2014年に安倍政権が女性活躍推進を成長戦略
の一つに掲げたことで、女性の労働力率の特徴であったＭ字カーブ現象が解消
しつつある。出産後も働き続ける女性が増加した。また若い男性においては
ジェンダー意識（性別役割分業意識）が弱まり、企業側も子育て世代における女
性の就業継続を考えた制度や諸施策を整え始めた。それにより女性管理職も増
加している。その背景には、女性活躍推進が新たな企業価値を生むという認識
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が広まってきていることがあげられる（加藤ら，2018；2019）。しかし、世界的
に見ると女性活躍は遅れていると言わざるを得ない。世界経済フォーラムが国
別に男女格差を数値化した「ジェンダー・ギャップ指数2021」では、日本は156カ
国中120位である。その中の経済の分野（所得の男女比、幹部・管理職の男女比、
専門職・技術職の男女比）に関しては156カ国中117位である（World Economic 
Forum, 2021）。
　上述してきたような日本において、ダイバーシティ＆インクルージョンの現
状はどうなっているのであろうか。経済産業省が表彰しているダイバーシティ
経営が推進されている企業はどのような状況なのだろうか。その現状を明らか
にしていく必要がある。さらに、インクルージョンの仕組みはできているので
あろうか。インクルージョンの仕組みに関しては、従業員が特定の属性のみで
構成されている職場においてもその仕組みが構築できていなければ、従業員に
より新たな企業価値が生まれてくることはないのかもしれない。多様性があれ
ばなおさらである。このような研究課題に取り組むことで、日本におけるダイ
バーシティ＆インクルージョンに関する研究を進めていくことが必要であろう。
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